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平成 28 年 7 月 4 日 

各 位 

会 社 名 応用地質株式会社 

代表者名 代表取締役社長 成田 賢 

（コード：9755、東証第一部） 

問合せ先 取締役常務執行役員 平嶋 優一 

 （TEL．03-5577-4501） 

 

海底地盤の三次元地質探査事業の強化に向けた米国子会社による 

P-Cable 3D Seismic AS 社の株式取得に関するお知らせ 

 

 

当社の子会社である NCS Subsea 社（以下 NCS 社）は、2016 年 7 月 1 日（現地時間）に、

P-Cable 3D Seismic AS 社（以下 P-Cable 社）の株式を取得し、子会社化いたしましたの

で、お知らせいたします。 

 

 

１． 株式の取得の理由 

 当社グループは、現在進めている中期経営計画 OYO Step14 の中で、海外市場の更なる

拡大を計画しており、この一環として、2013 年に米国 NCS 社を子会社化し海底地盤の調

査・探査サービスのグローバル展開を進めております。 

 P-Cable 社は海底地盤を対象とした高度な三次元地質探査技術である P-Cable 技術を開

発し、石油業界等にむけた海底地盤リスク情報を提供するマルチクライアントビジネスを

展開してきました。当社グループは、P-Cable 社の子会社化により、NCS 社のコア技術で

ある高分解能三次元探査技術を用いたビジネスの体制強化をはかるとともに、P-Cable 社

の豊富な経験と優れた技術開発力（P-Cable 技術の特許含む）を取り込むことで、石油分

野以外の資源エネルギー市場も視野に入れた、当社グループの新たな事業開発を積極的に

進めていく予定です。 

また、P-Cable 社は、高分解能三次元探査技術の P-Cable 技術の特許を保有しており、

現在、当社子会社の Geometrics 社が、P-Cable 社とロイアリティ契約を結び、P-Cable シ

ステムを製造・販売しています。 

今後は、P-Cable 社が当社グループに加わることによって、三次元地質探査サービスと

P-Cable システム販売の両面から、海底地盤を対象とした高度な三次元地質探査分野の事

業基盤をより強固なものと致します。 
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２．NCS Subsea 社の概要 

（１） 名 称 NCS Subsea 社 

（２） 所 在 地 米国テキサス州スタッフォード市 

（３） 事 業 内 容 
主に各国の石油業界向けの石油探査船ナビゲーション、震源や地震計

のポジショニング、超高分解能三次元地震探査のサービスを提供 

（４） 資 本 金 USD＄15,455 

（５） 設 立 年 月 日 2004 年 11 月 

（６） 大株主及び持株比率 OYO Corporation U.S.A. 88.11% 

（７） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2013 年 09 月期 2014 年 09 月期 2015 年 09 月期 

 連 結 純 資 産 1,342 百万円 1,571 百万円 1,182 百万円

 連 結 総 資 産 1,455 百万円 2,666 百万円 2,007 百万円

 連 結 売 上 高 165 百万円 855 百万円 674 百万円

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 P-Cable 3D Seismic AS 社 

（２） 所 在 地 ノルウェー王国オスロ市 

（３） 事 業 内 容 
高分解能三次元探査である P-Cable 技術の開発、及びその技術を

用いた海底地盤調査サービスの提供 

（４） 資 本 金 122 千ノルウェークローネ 

（５） 設 立 年 月 日 2008 年 3 月 

（６） 純 資 産 △12,383 千ノルウェークローネ 

（７） 総 資 産 6,094 千ノルウェークローネ 

（８） 大株主及び持株比率 Volcanic Basin Petroleum Research, 100% 

 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0 株（議決権の数：0 個） 

（２） 取 得 株 式 数 1,220 株（議決権の数：1,220 個） 

（３） 異動後の所有株式数 1,220 株（議決権の数：1,220 個） 

 

＜問合せ先＞ 

応用地質株式会社 

社長室 川地、橋本 

TEL03-5577-4501 FAX03-5577-4567 


